
一125一

北海道工業生産の成長測定試論

松 田 芳 郎

北海道の経済発展を長期間定量的に分析す る作業はかな らず しもまだ 十分であるとは
ロ ラ

、・われない。 従来の長期分析は北海道庁を中心 とす る官撰史書の類であ り,そ の基礎 資

料 は 「北海道庁統計書』 「北海道庁勧業統計年報』 などの官庁統計書である。 官撰史書

であるにもかかわ らず,あ るいはそれ故に これ ら資料の資料批判はかならず しも十分に

なされているとはいわれない。 この ことは,そ の後 の分析の多 くが これ らの史書に依存

してい るため,そ の共通の欠点になっている。

特に これ ら経済諸分野の研究中もっとも立遅れていることが 最近多 くの人にょって指
(2)

摘 され てい る工業部門でも,こ れは重要な問題であるにもかかわ らず,従 来かな らず し
(3)

も正当な注意が払われてはいなかった。 北海道工業の現状分析の ためにも長期的立場か

らの検討が必要である以上は これはす ぐれて現代的課題でもあるし,ま た 「北海道史』

の 改定作業が進行中であることを考え ると,早 期に問題点の指摘 だけでも行ってお くこ

とは,研 究水準の全般的向上 のためにも不可欠 であると考え るので,未 完成 のエスキス

であることもかえ りみず,敢 えて 「北海道特集」 の機会を利用 しておおかたの批判をあ

お ぐことに した。

ee本 研究は,昭 和38年 度北海道科学研究費の補助を受け,北 海道立小樽桜陽高等

学校教論 ・辺見武利 との共同作業の一部であ り,そ の要旨は1964年6月27日 北海

道経済学会(於 酪農学園大学)で 報告 している,そ の際種 々の批判を加え られた

各位に謝意を表す。

(1)こ れについては最近上梓 されたす ぐれた,ま た唯一の北海道史学史である奥

山亮 「北海道史研究のあゆみ』1963年 参照。

〈2)例 えば,奥 山亮,前 掲書P・83,P・92。 田中修 「北海道工業史研究の現状 と

問題点」 『新 しい道史」2巻2号,1964年3月,P・6,浜 林正夫 「日本史全体 と

の関連で」同上誌P・24を 参照。

く3)北 海道工業の発展の研究は北村正一 『北海道工業化の進展」(小 樽高等商業

学校調査部報告書」)1937年(未 公刊草稿)が おそ らく最初であろ う。室谷賢治

郎 「北海道工業構成史序説」 「北方経済研究」1巻2号(「 商学討究』改題誌,

通巻19巻 下冊)1941年 はおそ らく戦前の研究水準を示す代表作であろ うが,中 絶

している。
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1問 題 の 所 在

前記の 『北海道庁統計書』などはその揃を一箇所で通覧出来ないため,従

来 『新撰北海道史』別巻の統計集に再録された数値を利用することが多かっ

た。近年北海学園大学の田中修助教授の手により改めて原資料を使用しての
くの に ラ

再集計作業 が公表 され,利 用 され る機会が多 くな ったが,ま だい くつかの問.

題点が伏在 してい るので 特に 問題 の多 い 明治 ・大正 初期 について,三 時点

(明治37年 〔1904年〕,明 治42年 〔1909年〕,大 正3年 〔1914年〕)を とって 検討 し

てみたい。

本稿 では,こ れ らの時点での工業生産額 の測定 に対象を限定 した として,

以下 の様 な二種類 の問題 があ る。即 ち,第1は 歴 史統計特有 の問題 であ り,

第2は 地域経済成長 の測定 の理論的問題 であ る。 以下項を改 めて順 次に検討

してみ たい。
くの

1・ 歴 史統計 の問題 しば しば指摘 され るよ うに,

① 長期 間 の時系 列 資料 の 場合,そ の間に 調査対象の 捕捉率 上昇 に よる・

《もれleakage》 の減 少に よ り,成 長率 のfictionalな 上昇が起 る。 これは特

に統計行政 の発達 してい く過程で発生す る いわ ゆ る歴史統計 の分野に属

す る比較的古い時点の統 計,後 進 国統計 の場合,絶 えず この 《もれ》 の減 少

に よる数字上の見掛の上昇 の度合 を見積 ることが必要 とされ る。北海道 の こ

(4)田 中修 「北海道における工業の発展一 その統計的研究一 」(1)北 海学

園大学 「経済論集」第11号,1963年7月,PP・135～149+付 表。

(5)以 下に展開する資料論上 の問題点の他に,こ の統計表は転写の際の誤 りと思

われ る数字の原資料 との齪齢がかな り存在 している。 もし筆者の憶測 と異な り,

ひとつひ とつの差に理 由があるとすれば注記され るべ きである。又 資料がえ られ

ない とい う 〔…〕記号 と該当な し 〔一〕記号の取違の誤植 もかな りあ る。 したが

ってこのままではせ っか くの利用価値の高い本資料を安心 して利用す ることが出

来ない,早 い機会 に改定版か正誤表を公表 され ることを望む こと切である。

尚田中助教授 の稿は生産額以外 の種 々の利用価値の高い表が作 られていること

を付け加てお く。

(6)拙 稿 「中国農業生産統計 の一吟味」(石 川滋編 「中国経済発展の統計的研究

皿」1962年 所載)参 照。
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こで対象 としてい る時点は,古 い とい うことで もまた植民地 として開拓途 上

にあ った とい う後進的側面か らも二重に この問題 が考慮 され なければ な らな

いo

② 資料上 え られ る数値 が どの段 階で集計 。報告 された ものに基 いてい る

か,と い う,い わ ゆ る 《報 告単位enumerationunit》 の問題 があ る。 工業

生産額の場合,生 産者 の事業所 か らの直接 の報告に基づ くものであ るか,そ

れ とも,複 数箇 の事業所 の集計であ りうる企業か らの報告に基づ くものであ

るか,そ れ とも,地 方の行政担当官の推 定に よる ものであ るか,そ れぞれ の

報告単 位の差に よってそ の資料 の信愚性 は著 しく変 って くる。

③ そ の問題 と関連 して,そ の調査 の集計 が調査員の手 に よって記入 され

るものであるかそれ とも一定 の表 を渡 して 自計 して もらう調査 であ るかに よ

って,生 産物 の銘柄 の分類 ・定義 の統一が徹底 した り不徹底 であ った り,更

には,

④ 測定上 の数値 の誤差の大小 とい う問題 が生 じて くる。

これ らの問題 に対 し,どの程 度 まで現存の資料で追跡 し うるか とい うのが,

ここでの課題 であ る。 この問題 は,こ こで取 りあげ る統計書が原本指定 を し

エ北海道に保存 されていないばか りでな く,調 査状 況の具 体的姿 を知 ってい

るであろ う古老 も所 在不明(お そらく現存 していないであろうゾ,調 査過程の記

録 の未 公表(お そらくはこれもまた現存 していないであろう)と い った 理 由で,一
の

次 資料に よる確定 は著 し く困難 であ り,多 くは傍系資料 と他 か らの類推 に よ

る推 定の域 に留 らざるを得 ない。

2.地 域 経済であ るが故 の問題 地域経済 の場合に は,一 国全体を扱 うの

とは別種 の問題 が発 生す る。生産額を測定す るとき,時 系列 資料については

生産価額 よ りは付加価値額 の概念 を使用す る方が合理的 であ るが,地 域経済

の場合 は付加価値概 念を使用す れぽ,他 地域に企業本店 があ り当該地域 には

(7)こ れを機会に北海道史編集委員会の手で何 らかの調査をされ ることを望む。
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低次の生産行程の事業所 がある場合,そ の地域が生産す る付加価値 額を どの

よ うに定義 す るか とい う問題が発 生す る。

ll基 本 資料 とそ の調査 方法

われわれ の考察の対象 とす る時 点での調査 は,農 商務 省の手 で行われ た全

国調査(「 農商務統計書」に公表される)と 北海道庁の手 で行 なわれた 地 方調 査

の二 つに大 別 され る。 この両 者の関係 は,通 説で は,後 者の調査をそ の まま

編集 した ものが前 者であ るとされ てい る,し か し,こ の関係はそ れ程 明瞭 な
くの

もので はない。

第1に 北海道 庁の 調査 としては 『北海道庁 統計書』 と 『北海道 庁 勧業年

報』のいずれが基本的調査であ るか,そ れ とも両者が独立の調査であ るのか

とい う点か ら確定 しなけれぽ な らない。

筆者の推 論の結論 のみを先 に略述すれば,『 北海道 庁統 計書』 は 『勧業年

報』の簡略化 した再録 であ り,更 に 『勧業年報』 は 『農商務統計書』 の基礎

資料を使 用 してい るが,両 者 の集計基準 は別箇 であ ってそ の限 りでは,『 勧

業年報』の調査は半独立的 と呼ぶ ことがで きるであろ う。

以下そ の推 論の理 由を示す。

1・ 明治訂年度 明治37年 度の数値 は,北 海道 庁の手 に よるもの として上

記 の 『第拾八回北海道庁勧業年報(明 治三十七年)」(以 下 〔A〕系列と略記する

ことがある)と 『北 海道庁第拾六 回統計書』(以 下 〔B〕系列と略記することがあ

る)と があ る。

Aは 北海道 庁第三部商 工課編であ り(明 治38年4月 迄は殖民部農工課),そ の

序言 で 「一,本 報ハ各 支庁区役所 々報 ノ農商 務通信統計材料 ヲ主 トシ其他庁

(8)「 北海道庁統計書」(明 治19年 度創刊〉の小樽商科大学附属図書館 ・同経済

研究所未所蔵本の一部は一橋大学附属図書館所 蔵本か らのmicrofilmを 使用 さ

せ て頂いたことを謝記す る。r農 商務統計書」 『工場統計表」 の一部は工業統計

研究会監輯の覆刻本を使用 した。なお 「工場統計表」のこの覆刻本は原本添布の

正誤表が覆刻されていない,こ れは近い機会に覆刻 され ることを希望す る。
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中 各部課 二於 テ調査 セ シ材料 二依 リテ之 ヲ編 纂セ リ」 とあ る。農商 務省 の通

信 材料を どの程度加工 したか,即 ち引用者 の傍点部分 に どの程度力 点を置 く

か が この調査の独立性 の判 断材料 とな る。

これに対 してBは 北海道 長官 々房統計課 の編であ り,「 一一,本 書編纂 ノ資

料 ハ他官庁会社等 ヨ リ供 給 ヲ仰ギ タルモ ノ勘 カ ラス舷 二深 ク謝意 ヲ表ス」 と

あ って 出所 の詳細は明 らかではない。然 し,同 一明治37年 の数値 が,Bの 方

は1年 刊行が遅れて公表 されてい ること,Aの 方 は他 の統計書 と異 り 「一,

本書 ノ編輯ハ属西川作右 衛門,事 業手小橋寅 造専 ラ従 事 セ リ」 と担 当者名が

明記 してあ ること,こ れに対 して北海道 庁第三部商工課長 は長官 々房統計課

長 を兼務 の安 東義 喬 であ る ことか ら,Aが 基本 調査で あ ることが 推測 され

る。 これ は以下の具 体的数値 の照合か らも確i認し うる。

Aの 統計表 は諸工場 と題す る,工 場業種 々類 ・名称 。製 品 ・所在地 ・資本
ビの

金 ・製 品価額 ・器機原動力(蒸 気 ・水力の別)・ 職工及徒 弟(男 女別数)を 記 し

た調査個票 の再録に 近 い表 と,〔 品目別〕 工 産物総額 と題 す る製 造家数 ・職
じ　の

工 人員 ピ(物量表示)製 額 ・価 額を記 した集計表 と品 目別に支庁区別 に集計 し

た表 とか ら構成 され て い る(最 後 の ものは第2の もの よりも品目区分が詳細であ

る)。

このわれわれ の個票 と呼ぶ表か ら集 計 して得 られ る生産価額 と集計表 と呼

ぶ 表か ら得 られ る数値 とは合致す る。 また,こ の集計表 の数値 はBの 品 目別

生産額 と一 致す る,し か も,Aの 集計表について は 「△ 符 ヲ付 スルモ ノハ工

場 表 其他 ヨ リ抄出セ シモ ノ ナル ヲ以テ往往 全管 内 ノ事業 ニアラサル モ ノア

リ」 の注記があ るのに,Bに ついてはかか る注記が ない。従 ってBは 二次的

資料 であ るとい う先 の推論が具体的に裏 付け られ るわ けであ る。

また,こ の注記 は 農商務 通 信の 利用 方法 を 陰伏的に 示 してい る と もいえ

る。

(9)(10)田 中集計で工場数 ・従業員数についてはA系 列の資料を使用 し,生 産

額について のみち系列の資料を 使用 しなければ な らなか った理 由は 明 らかでな

い。田中修,前 掲稿,第1表 備考2参 照。1
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Aに おけ る工場別個票か ら得 られ る共通 の特性 は,① 資本金 の表示が可能

であ る会社形 態 の工 場,又 はかか る会社 に属す る事業所(工 場)で あ り,非

法人企業 は含 まれてい ない。②従業 員規模は職工及 び徒弟数1名 の企業 を も

含 み,従 って従業員規模にかかわ らず集計 され てい る,と い う点に ある。

筆者 は この調査 の原表 は農商 務統計報告規定 の会社 票にあ るのではないか

と推定 してい る。周知 の よ うに農商務統計報 告中工業 関係は工場票 を使用 し

て,調 査 員の手 に よる他計式調査 で行われてい る,そ こでは 「工場所有主 ノ

会社 タル トー 個人 タル トニ関 セス職工十人以上 ヲ有スル総 テ ノ工場」が調査

く11)

対象 となる(傍 点引用者)。 この対象 規定 が会社票調査で 「会社 ニシテ工場 ヲ
く　　　

有 スル モ ノハ別 二工場 票 ヲ差 出スベ シ」 と定 め られた工場 票に も適用 され る

か否か は明文規定 はない。先 にAに ついて検討 した結果か ら北海 道庁 の調査

で は,会 社形態 の ものの工場 票につ いては 《十 人 以上》 とい う規定は適用 さ

れ なか った のでは なか ろ うか と推定す る。従 って工場票に よる通常の農商務

統計で の工業生産高 統計 と会社票 を中心 として集計 した と思われ る 『勧業年

報』 の生産高統計 とは一応coverageを 異に した別箇の半独立的調査 であ る
ロの

と理 解 され る。

この両 統 計 で のcoverageの 定 義 の違 いに よ る生 産 額 の 大 小 に つ い て は速

(11)明 治22年(1889年)か ら明治27年(1894年)改 正迄 の通信規定 で は兵庫県 の

例では(通 達 の原別冊 は不 詳)1,000円 以上 の資本金 の 工業会 社 及製造所 者 が表

章 され るが(農 林大 臣官房統計 課 「明治二年以降 農林 省統計 関係法規輯 覧』東 京

統 計協会,1932年,Pp・274～5),明 治27年(1894年)の 統計報告 規定 か らは本

文 に示 され た定 義 とな り,(同 上 書,PP・368～9),明 治32年(1899年)(同 上

書,PP・423～4),明 治37年(1904年)(同 上 書,PP539～41)の 改正 で も変 ら

ない。

(12)明 治37年 の統計 報 告規定(前 掲書,P・367)お よび,明 治32年(同 上書,P・

413)お よび明治37年(同 上 書,pp,460～1)の 改定 で も同様 であ る。

(13)田 中 修助教 授 は 「「道庁統計 書」 の工業統計が あ る程度政府 報告原表 に加工

してあ るのに対 し,「 勧業年報」 は原表 をその まま載せ てい るか ら」(傍 点 ……
　 　 　 　 の 　 　

引用者)(前 掲稿P・138)と され ているが,そ の理 由は明 らかではない。 この農

商務通信の原表であるとい う解釈が,同 助教授 を して工場の範囲(二)で 道庁統

計書の規定 の根拠が明 らかでない とい う疑問に出会 う原因 となったのではないか

と思 う。おおかたの教示を得たい。
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ただ会社形態 のものにつ いて,従 業員階層で10人 未満 と10人 以上 とに 区分r
(14)

け して 製 品 価 額 を 集 計 して み る と,下 表 の よ うに な る。

生産価額総 計(明 治37年)

10人 未満270,266円

10人 以上8,385,302

計 8,655,568

2・ 明治39年 以降,『 北海道庁勧業年報』 は.

『北海 道庁統 計書,勧 業之部』 に統合 され る。従 って ここで の問題 は 『北海

道庁統計書』 と 「農商務統 計書』 とこの年次か ら実行 され る工場調査 に よる

『工場統計表』 との関係に なる。

周知の よ うに工場統計 は被調査体 の 自計式調査 で大正9年 の改正迄 は五年

に一度行 われたのであ り,そ の調査年 次については,従 来 の農商務 統計様式
く　　　

中の工場票に よる調査 は免 除 され てい る。

この工場統計表の 府 県別表に よる品 目別生産額 〔以下c系 列と呼ぶ〕 は道庁

統計書に よる 品 目別 生産額 〔B系列〕とは 食違つてい る。 しか もそ の 差 は一

義的方向を もたず,概 してC>Bで あ るが,季 節性 の強 い食料品工業 な どで

(14)

＼ 　

徒業員規模 ＼

1～9人

10～24人

25～49人

50～100人

100～ 人

表 注 ①

②

従業 員規模別製品価額表(明 治37年)

会社数従員讐(1社 平均従業員数)製品噂 鰭 灘)

1

マ ッチ製造工場 を除 く。

0

6

4

Q
/

8

1

4
、

-

51

736

577

581

2,507

5270,26627,026

164,300,77193,495

411,544.8421LO34

63442,29049,143

3132,097,399262,174

製 品価額 ・従 業員数 のいずれ か の不 明 な企 業 は除 く。

(出 所)「 第拾 八 回北海 道庁勧業 年報」pp・289～293に よ り作表。

(15).工 場統計 票報告方 の特例 は,明 治42年11月25日 農商 務省訓令 第42号 で示 されj

てい る。 前掲書p.569.
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はC<Bで あ り,し か も食料 品工業 の比重が大 きいのでその結果,生 産価額

総 計 ではC<Bと な って しまってい る。

この理 由 は明 らかではない。 あ り得べ き可能性 はB系 列 は工場統計 の結果

を利 用せずに この年 次 も前記 の免 除規定があ るに もかかわ らず,農 商務統計

報 告 規定 に基 づ く他 計式調査 を実施 した とい う場合であ る。何故な ら,『 第

試 拾壼 回北海道庁統 計書,第 戴巻(勧 業之部)』 の凡例に 「本巻 ハ支庁,区

役 所 々報 ノ農商務統計通信 ヲ主 トシ庁 中勧業部,拓 殖部 ・土木部及其 他他官
ロ 　ナ

衙 ノ調査材料 二依 リテ編纂 セ リ」 とあ るか らであ る。

仮に この推 論が正 しい と して も,い ずれ の数値 が ヨ リ信 愚性 があ るか とい

う問題が残 る。

通 説 は,自 計式工場 統計表に比較 して他計式 の農商務 統計は リス トもれ が
くユの

あ る とされてい る。

しか し上記 の検 討の 結果 は,北 海 道に 関 して 一方的に 農商 務 統計規定 に

《もれ》が多 い と即断す る ことはで きない。 ただB系 列はC系 列 よ りも生産
驚

総 価 額に於て大であ るに もかかわ らず,な お 《もれ》があ る ことが確認 され

て い る。

即 ち道庁統計書 で道 内各地地域生産額 の時系列 データーを作成す る と,あ

る地域 で特定年次について生産 額が零 と して記載 がないに もかかわ らず,そ

の 地域 の地 方市町村 統計書を利 用 してその年 次の生産額 を調べ ると明 らかに
(18)

報 告 もれ で あ る場 合 が 発 見 され る。

以 上 の状 況 は 大 正3年 度 の統 計 に つ い て もほ ぼ あ て は ま る こ とが確 認 され

(16)工 場統計の対象は一 日平均五人以上 の従業員規模 の工場であ り,「 道庁統計

書」の工場一覧表 もやは り五人以上 の工場が表章 されている。

(17)日 本統計研究所編 「日本統計発達史」東大 出版会,1960年.PP・96～97,

PP・119～120参 照。

く18)こ の時点で比較的統計資料が整備 されていて,し かも北海道 としては重要な

生産活動地点の小樽に,特 に しば しばこの事が多 く見 られ る理由は筆者にはまだ

明 らかでない。使用 した資料は小樽区役所 「小樽区勢一班」(明 治35年 度創刊)

小樽商業会議所 「小樽商工業統計一班」(明 治30年 度創刊)な どである。
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る。

3・ 要約 以上の検 討か ら知 られ るよ うに 『道庁統計書』 に記載 されてい

る数値 は調査方法が明瞭でな く,従 って一般に想定 され る以上にそ の信頼度

につい ては事前 に十 分 な検討 が必要 であ ることが 明 らかに なった。少な くと

も表章 され た限 りで追跡可能な 表章単位(enumerationunitに 対比して仮 りに

こう呼んでお く)に 迄 お りて,そ の数値 を吟味 してみ ることが必 要 となって来

る。

今上記 の 三時点について 各統 計書の 調査要項 を一覧 す ると下記 の 様であ

る。

'

年 次

明治37年

明治42年

大正3年

報 告 単 位
統 計 書 名 調査方式enumeration最 小表章単位

unit

cove「age

北海道庁勧業年報 表式調査

北髄 庁細 書 喫擬 ナ

農 商 務 統 計 書 表式調査 道

会

郡

社

魁

場

帷上

会

同

工

も
記

の

ス

て
明

上

サ

つ
が

明

以

ン

と

よ

こ

人

セ

駿

不
翻

品
れ

職
規

社

区

北海道庁統計統 欝 会社・腸{舘 函工場 職工5人 以上

工 場 統 計 表 自計式調査 工 職工5人 以上の場 道
規模のセ ンサス

北海道庁統計書 表式謹 会社・瑚{斜 医工場 職工5人 以上

工 場 統 計 表 ・計式融 工 場 道 編 轡 駿

以上 の調査様式 に従 う統計 の調査対象の捕捉率 の検討以外に,調 査 自体 の

精度 が どの程度であ るかを検討 しなけれぽな らない。然 しこの点につい ては,

一般 的にいい うる以上 の資料は ない。即ち企業 データーの場合 ,利 潤 ・付加

価値 生産額 と異 って物量的規定 の比較的容 易な生産数量につ いては精度が高

いが,そ れ も相対的 な問題であ り,小 規模生産 者の場 合そ の数値 は精度が悪
く　　ノ

くな って くる。 この明治期 の帳簿機構の不備 な段階 では特にそ うであ る とい

(19)Cf・OskarMorgenstem,OntheAccuraoyofEconomicObservations,2nd.

rev・ed・1963.Chap・IV・esp・PP.73～74.

＼
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う以上 の推論 は現在 の時 点で はな しえない。

皿 試 論 的 推 計

前 節 での検討に基 いて統一的基準 で調査 もれ の数値 を補 った北海 道工業 生

産総額 を推定す るために,次 の よ うな前提 を置 く。① 出所 を異にす る,従 っ

て調査様式 を異にす ると思われ る,他 の傍系資料に よって得 られ る生産額 を

併 用す る。 ② 工業 の定義 を製造主体 の性質(例 えば5人 以上の従業員規模の工場

等々)に 依存 させ ずに,生 産物 に よって定義す る。 従 って手工業 的生産 に近

い在 来工業(製 粉 ・精米業)を も含 まれ るとす る。

① は この段階で は,傍 系資料であ る地方役 場 の表式調査 と道庁役人の表式

調 査で は質的差が な く,む しろ地方役場の調査対象 の捕捉率 は高 い と考 え ら

れ るか ら問題 はないであろ う。

② の前提 には若千 の疑問が生ず るで あろ う。分析 目的に よって は,む しろ

在 来的工業部門を近代的工業 部門 と区別す るのが望 ま しいか もしれない。特

に 《もれ》 の多い のが,精 米 ・製 粉工 場な どの食品加工業 や,木 造船 を含む

と思われ る船舶諸 機械製造業 な どであ る ことを考慮に入れなければな らない

か らであ る。

しか し今①② の前提 が受け入れ られた として,工 業 生産総価額 を推計す る

と下表 の様に な る。

推 計 の手続について は付表を参 照 されたい。

工 業 生 産 総 額 の 推 計

明治37年

明治42年

大 正3年

A・B C「 腿 計[鶏 馴D/(A・B)
キ

7,819-

13,3439,989

28,72526,907

7.573

12,802

28,725

12,528

13,575

27,721

62.41

101.73

96.50

D

数指

BOA

100.OlOO.O

l70.6108.3

367.3221.2

弗
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IV残 さ れ た 問 題 点

① ここでほ一応比較 的信頼度 の高 い とされ ている工場統計調査年次を 中

心 に検 討 したけれ ども,こ の中間年次につ いて も検討す る必要があ る。

② また問題 の所在 で示 した よ うに付加価値 額 での推計が必要であ る。 こ

れ は特に,例 えば麻な どの よ うな糸や,布 にな って移 出 され る繊維工業,同

様 に原材料 ・半製 品の移出入 の伴 う鉄鋼業 の北海道工業 に 占め る比重 を考慮

に入れ るとこの問題 の重要性 が理解で きる。

③ ここでの推 計は実質化 され てい ない ので実質化のた めのde且atorが 必

要 とな る。然 し歴史統計の場合,地 域物価指 数を作成す ることは資料的 に非

常 に難 しい。 また北海 道の場 合道 内の地域 間価格格差が大 きい,こ の様 な場

合 比較的生産 の近代化 の進 んだ地点の価格 でde且ateす れば,Gerschenkron
の

仮説の示すように未発達地域の前近代的工業生産額を過大評価する危険が存
く　の

在 す る。

これ らの諸問題 を解決す るためには まず」次 資料の系統的収集 ・整備 か ら

始 まる共 同作業が必要 であ ろ う,本 稿がかか る作業の捨て石に なる ことを望

む ものであ る。

'(
1964・9.20稿)

!

(20)Cf・A・Gerschenkron,∠1Do〃arIn♂exofSovietMaohineryOu彦put,1951;

Irao.sco七t,Jr.,TheGerschenkronHypothesisofIndexNumberBias,

ReviewoプEconomicsan4Statistics,1952,PP。386-387・
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付表 産 業 別 生 産 額

明 治37年

　 　 へ

瀧藷 諜 年報
田中推計 嬰 ●塑

349

(484)

349

n.a.

2593)、

19∬

(118)

277

349

484+

834+

28+

264+

n.a.

796

279

834+

28+

530+

113

456

276

6

442

103

466

133+

6+

442

431

103

466

442

4,386

〔n・a・ 〕

250

984)

92

173

760

741

4,386+

〔n・a・ 〕

250+

54

92+

173

811

741

4,6244.386+

〔4,455〕

603

736

100

774

741
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ヘ

ヘ
ノ

　

　

物

縣

儲

業

舶

械

繕

儲

業

業

ス

弛

針

詰

酒

ん

㈹

僻

菊

ル

類

紙

㈹

胤

.叩
他

織製総

鏡

蕪

罐継

油製驚

の

～
し

f

l

{

ー

r」
ー

 紡
印

機

金

電

窯

食

化

製

そ

　

　

ラ

　

　

　

ラ

　

ラ

れ
ワ

o

⑫

@

"

⑮

⑯

α

'

⑱

⑲

⑩

総 計 7,8197,5738,073

嚇

+

+

籾

箆

p

a

伊

餅

且

2

15

44

19

2

訳

区

区

区

内

地

地

地

別

樽

館

幌

域地

小

函

札

ー
の㈲
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お よ び 推 計 基 礎 表

明 治42年

棚
計嬰締帥裏

B

計義
C

場
表計

工
統

420

1,459

1.879

282

273

145

嘱

466

69

n.a.

195

826

1,021

528

2,018

n.a.

143

502

1,782

2,434

423

1,292

1,7151,054

n.a.一

(22)

(200)

2002∞

n.a.

541〔n・a・ 〕

195

6)

1,1761,176

1,054

282

2327)

432+

69

541

1,176

3,355

7,4047,8694,405

681

620

501

・2
,0941,7862,044

645+6732,792

4048

9.98913,94312,80213,575

単 位1,000円

も
大 正3年

C B田 中推計 繋 ●塑

952

1,278

1,767

410

484

2,717

1,147

238

1,614

492

1,350

1,9421,9421,767

n・a・ 〔n・a・ 〕410

154

3,922

n.a.814

4,0774,0772,717

〔n・a・〕L147

1,781+238

194

135

8608661,614

8,15310,78710,8358,153

〔274〕8)〔 】【1.a.〕 〔3,673〕

9,76710,49913,5689,767

3,639817+8463,639

205

126・9・7
28,72528,72927,721
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表 注

1)銅 器 ・青銅器 製造を含む。

2)0第1次 推計 には使用 しない。

3)船 舶 の他 諸機械 を も含 む。

4)油 カス製造 も含 む。

5)北 海炭鉱鉄道工 場 の製造額 。

6)土 管につ いてn・a・

7)小 樽地 区 の造船諸機 械 の脱落分 を加え てあ る。

8)精 米以外 のその他製 粉1,113.

表 記 号

()内 の数字 は 『道庁統計書」 の当該産業の生産額には含まれていないが,製

品別生産額は得 られ る数値。

+は 《もれ》 のあることが明記 された数値。

一 は田中推計で生産額な しの記号。

〔n・a・〕 は田中推計 では生産額なしで あるが,『 道庁統計書」 だけでもn・a・な

はずであるとの記号。




